
函館市社会福祉施設等整備費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は，社会福祉法人の助成に関する条例（昭和４３年函  

 館市条例第５号。以下「条例」という。），社会福祉法人の助成に関  

 する条例施行規則（昭和４３年函館市規則第１７号。以下「規則」と  

 いう。）および函館市補助金等交付規則（昭和６２年函館市規則第 43 

 号。以下「交付規則」という。）に定めるもののほか，社会福祉施設  

 等の施設整備に要する費用に対する補助金の交付に関し，必要な事項 

 を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号  

 に定めるところによる。 

 (1) 創設 新たに施設を整備することをいう。 

 (2) 増築 既存施設の現在定員の増員を図るための整備をすることを  

  いう。 

 (3) 増改築 既存施設の現在定員の増員を図るための増築整備をする  

  とともに，既存施設の改築整備（一部改築を含む。）をすることを  

  いう。 

 (4) 改築 既存施設の現在定員の増員を行わないで改築整備（一部改 

築を含む。）をすることをいう。 

 (5) 拡張 既存施設の現在定員の増員を行わないで施設の延面積の増  

  加を図る整備をすることをいう。 

 (6) 施設整備 社会福祉施設の創設，増築，増改築，改築，拡張，大 

  規模修繕，介護用リフト等特殊付帯工事その他市長が別に定める修  

  繕および工事をいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は，別表１に掲げる設置者とする。ただし，

社会福祉法人が創設を行う場合にあっては，補助金の交付を決定する  

年度中に設立認可がなされる見込みであるものを含む。 



 （補助対象事業等） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業は，次の各号のいずれにも該当  

 する施設整備の事業とする。 

 (1) 別表１の施設種別および設置者に係る施設整備の事業 

 (2) 福祉計画等に基づく事業で市が選定した法人により実施されるも  

  のまたは施設の老朽化等により施設整備が必要と認められる事業  

 (3) 施設および設備が国の定める基準を満たしている事業 

２ 補助金の交付対象者は，補助金の交付対象となる事業の対象経費と  

 重複して他の補助金等の交付を受けてはならない。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は，別表２の補助金算定表の種目ごとに同表に基づ  

 き算定される補助基準額と補助対象経費とのいずれか少ない方の額に  

 施設種別ごとの調整率を乗じ，さらにこの額に４分の３を乗じて得た  

額を予算の範囲内で調整した額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，別表１の保育所および幼保連携型認定こ

ども園に係る補助金の額は，総事業費から寄付金その他の収入額を控

除した額，別表２の補助金算定表の種目ごとに同表に基づき算定され

る補助基準額の合計額，補助対象経費の実支出額の合計額のうち，最

も少ない額に５分の４（防犯対策の強化に係る整備にあっては，４分

の３）を乗じて得た額を予算の範囲内で調整した額とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず，補助金の財源に国庫補助金等を充てる  

 場合であって，市長が必要と認めるときは，当該国庫補助金等の交付  

 額に応じて補助金の額を調整するものとする。 

 （事前審査） 

第６条 補助事業を行う者（以下「補助事業者」という。）は，あらか  

 じめ事業計画について市長の審査（以下「事前審査」という。）を受  

 けなければならない。 

２ 補助事業者は，原則として補助金の交付申請の概ね１年前までに，  

別記第１号様式の事前審査申請書に次に掲げる書類を添付して，市長  

に事前審査の申請をしなければならない。 



 (1) 施設整備計画書（別記第３号様式） 

 (2) 収支計画書（別記第４号様式） 

 (3) 事業スケジュール 

 (4) 直前３年の資金収支計算書，事業活動収支計算書および貸借対照  

  表またはこれらに準ずる資産状況を示す資料 

 (5) その他市長が必要と認める書類または図書 

３ 市長は，前項の申請書を受理した場合は，速やかに内容の審査を行  

 い，事前審査が終了したときは，別記第２号様式の事前審査完了通知  

 書により当該補助事業者に通知するものとする。 

 （審査会） 

第７条 事前審査は，市長が別に定めるところにより設置する函館市社  

 会福祉施設整備等審査会において行うものとする。 

 （補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付申請は，補助事業者が社会福祉法人である場合は 

規則第２条に規定する申請書，社会福祉法人ではない場合は別記第４  

号様式の２の申請書により行うものとする。 

２ 補助事業者は，前項に定める申請書に次に掲げる書類を添えて市長  

に提出しなければならない。 

 (1) 理由書 

 (2) 事業計画書（別記第５号様式） 

 (3) 事業予算書（別記第６号様式） 

 (4) 経費の配分調書（別記第７号様式） 

 (5) 補助金交付申請額算出調書（別記第８号様式） 

 (6) 財産目録 

 (7) 貸借対照表 

 (8) 収支計算書 

 (9) 工事の実施設計書および図面 

 (10) 別に国または他の地方公共団体から助成を受け，または受けよう  

  とする場合には，その助成の程度を記載した書類 

 (11) その他市長が必要と認める書類 



 （補助事業の変更等の申請） 

第９条 交付規則第９条第１項の規定により交付決定に付された条件に 

 基づく変更，中止等の申請は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各  

 号に定める様式によるものとする。 

 (1) 交付規則第９条第１項第１号の規定による変更承認の申請  

   別記第９号様式 

 (2) 交付規則第９条第１項第２号の規定による中止または廃止の申請 

   別記第１０号様式 

 （補助金の交付の決定等） 

第 10 条 市長は，補助金の交付決定をしたときは別記第１１号様式の指 

令書を補助事業者に交付するものとする。 

２ 前項の指令書には，交付規則第９条第１項各号に掲げる条件のほか， 

 同条第２項の規定に基づき必要と認める条件を付すものとする。  

３ 第１項の指令書による指令を受けた補助事業者は，遅滞なく別記第 

１１号様式の２の請書を市長に提出しなければならない。 

 （施設整備の手続き） 

第 11 条 補助事業者は，施設整備に係る工事に着手したときは，事業着  

 手届（別記第１２号様式）を，当該工事が完成したときは，事業完成  

 届（別記第１３号様式）をそれぞれ速やかに市長に提出しなければな  

 らない。 

２ 補助事業者は，前項に定めるもののほか，市長が別に定める建設工  

 事手続マニュアルを遵守し，施設整備を行わなければならない。  

 （実績報告） 

第 12 条 交付規則第１７条に規定する補助事業等実績報告書は，別記第 

 １４号様式によるものとし，当該報告書に添付する市長が定める書類  

 は，次に掲げる書類とする。 

 (1) 事業精算書（別記第１５号様式） 

 (2) 事業実績報告書（別記第１６号様式） 

 (3) 精算額算出内訳書（別記第１７号様式） 

 (4) その他市長が必要と認める書類 



 （補助金の額の確定通知） 

第 13 条 交付規則第１８条第２項の規定による通知は，別記第１８号様 

 式によりするものとする。 

 （仕入控除税額の報告等） 

第 14 条 補助事業完了後に，消費税および地方消費税の申告により補助  

金に係る消費税および地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合  

 （仕入控除税額０円の場合を含む）は，別記第１９号様式の報告書に 

より，遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度６月３０日ま 

でに市長に報告しなければならない。また，報告があった結果，補助 

金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には，当該仕入控除 

税額を市に納付しなければならない。 

 （委任） 

第15条 この要綱に定めるもののほか，補助金の交付に関し必要な事項  

 は，別に定める。 

   附 則  

 この要綱は，平成１７年１２月９日から施行する。 

      附 則 

  この要綱は，平成１９年３月１３日から施行する。 

      附 則 

  この要綱は，平成１９年７月１９日から施行し，改正後の別表２－１  

の規定は，同日以後に社会福祉法人の助成に関する条例（昭和４３年函  

館市条例第５号）第４条の規定による助成の申請を行い，着手する事業  

について適用する。 

附 則 

 この要綱は，平成２１年４月２０日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２１年１１月１１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２１年１１月１３日から施行する。 

 



    附 則 

 この要綱は，平成２２年５月２４日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は，平成２４年３月３０日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２５年３月２５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２５年６月２７日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２５年１１月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２６年９月２５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２７年９月１１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２８年１２月２２日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２９年９月１３日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成３０年３月１２日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成３０年１２月１０日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，令和元年１２月９日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，令和２年３月１９日から施行し，第 15 条から第 15 条の 



９までの規定は，同年１月１６日以降の実施に係る第 15 条の３各号に掲 

げる事業について適用する。 

附 則 

 この要綱は，令和２年６月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，令和２年６月２５日から施行し，令和２年４月１日から適

用する。 

附 則 

 この要綱は，令和３年１２月２１日から施行し，令和３年４月１日から

適用する。 

附 則 

 この要綱は，令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，令和４年１２月２７日から施行し，令和４年４月１日から

適用する。 

附 則 

 この要綱は，令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

  



別表１ 

施設種別 施設設置の根拠法令等 設置者 

救護施設 生活保護法第４１条 社会福祉法人 

養護老人ホーム 老人福祉法第１５条第４項 

特別養護老人ホーム 

軽費老人ホーム 

（特定施設入居者生活介護の指

定を受けるケアハウスに限る） 

老人福祉法第１５条第５項 

生活介護，自立訓練，就労移行

支援および就労継続支援事業を

実施する事業所および障害者支

援施設 

障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

第７９条第２項，第８３条第４

項 

社会福祉法人， 

医療法人，営利 

法人 

短期入所および共同生活援助事

業を実施する事業所 

障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

第７９条第２項 

放課後等デイサービス（防犯対

策の強化に係る事業に限る） 

児童福祉法第３４条の３第２項 

福祉ホーム（防犯対策の強化に

係る事業に限る） 

障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

第７９条第２項 

母子生活支援施設  児童福祉法第３５条第４項 社会福祉法人 

保育所 児童福祉法第３５条第４項 社会福祉法人， 

公益財団法人 

幼保連携型認定こども園 就学前の子どもに関する教育，

保育等の総合的な提供の推進に

関する法律第１２条 

社会福祉法人， 

学校法人 

幼稚園型認定こども園（防犯対

策の強化に係る事業に限る） 

就学前の子どもに関する教育，

保育等の総合的な提供の推進に

関する法律第３条第１項または

第３項 

学校法人 

 

  



別表２ 
補 助 金 算 定 表          

 

１ 種 目 ２ 補助基準額       ３ 補助対象経費 

 
本体工事費 

 
①定員１人当たり基準単価を適用
する場合 

  別表２－１に掲げる定員１人
当たりの基準単価に定員および
整備区分係数を乗じて得た額と
する。 

 
 施設整備に必要な工事費また
は工事請負費および工事事務費
（工事施工のため直接必要な事
務に要する費用であって，旅費
，消耗品費，通信運搬費，印刷
製本費および設計監督料等をい
い，その額は，工事費または工
事請負費の２．６％に相当する額
を限度とする。）。 
  ただし，別の補助金もしくは
設備整備またはこの種目とは別
の種目において別途補助対象と
する費用を除き，工事費または
工事請負費には，これと同等と
認められる委託費，分担金およ
び適当と認められる購入費等を
含む（以下同じ。）。 

 
②１施設当たり，１ユニットまた
は２ユニット以上の基準単価を
適用する場合 

  別表２－１に掲げる１施設当
たり，１ユニットまたは２ユニ
ット以上の基準単価に整備区分
係数を乗じて得た額とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
初度設備相当
加算 

 
①定員１人当たり基準単価を適用
する場合 

  別表２－１に掲げる定員１人
当たりの基準単価に定員を乗じ
て得た額とする。 

 
 初度設備整備に必要な需用費
（消耗品費），備品購入費また
は工事請負費 

 
②１施設当たり基準単価を適用す
る場合 

  別表２－１に掲げる１施設当
たりの基準単価の額とする。 

 
大規模修繕 

 
市長が必要と認めた額とする。 

 
 大規模修繕に必要な工事費ま
たは工事請負費 

 
介護用リフト等
特殊付帯工事費 

 
市長が必要と認めた額とする。 

 
 介護用リフト等の整備に必要
な工事費または工事請負費 
 

 
授産施設近代化
整備工事費 

 
市長が必要と認めた額とする。 

 
 授産施設近代化の整備に必要
な工事費または工事請負費 

   



 
授産施設等整備
工事費 

 
市長が必要と認めた額とする。 

 
 授産施設等の整備工事費に必
要な工事費または工事請負費 

 
解体撤去工事費
および仮設建物
設置費 

 
市長が必要と認めた額とする。 
ただし，保育所および幼保連携型
認定こども園については，別表２
－１（６）に掲げる１施設当たり
の基準単価とする。 

 
 解体撤去に必要な工事費また
は工事請負費および仮設施設に
必要な賃借料，工事費または工
事請負費 

 
防犯対策の強化
に係る整備工事
費 

 
市長が必要と認めた額とする。 

 
 防犯対策の強化に係る整備に
必要な工事費または工事請負費 

 
スプリンクラー
設備等整備工事
費 

 
市長が必要と認めた額とする。 

 
 スプリンクラー設備等の整備
に必要な工事費または工事請負
費 

 
上記以外に市長
が特に必要と認
めた施設および
設備の工事費 

 
市長が必要と認めた額とする。 

 
  当該整備に必要な工事費また
は工事請負費 

 
〔備考〕① 「補助基準額」の欄の「整備区分係数」については，別表２－１において

整備区分係数が設定されていない施設整備の場合は，当該係数を１として補
助基準額を算定すること。 

② 施設種別による調整率は，老人福祉施設が２，これ以外の施設が１である
こと。 

③ 補助対象経費については，その額が総事業費からその他の収入額および移
行時特別積立金を控除した額より少ないときは，後者の額を補助対象経費の
額とすること。 

④ 母子生活支援については，「１人当たり」を「１世帯当たり」に読み替え
ること。 

 

 



別表２－１（施設種別ごとの基準単価表） 

 
 

（１）老人福祉施設 

 

 ア 定員３０人以上の施設 
 

  ①整備区分ごとの係数（整備区分係数） 

施設種別 
整 備 区 分        

創 設 増 築 改 築 

 特別養護老人ホーム     １．０５ １．０５ １．２６ 

 養護老人ホーム  １．１０ １．１０ １．２５ 

 軽費老人ホーム 
 
（特定施設入居者生活介護の指定を受ける 

ケアハウスに限る。） 

１．００ － － 

 老人ショートステイ用居室 
 
 （特別養護老人ホームに併設する場合） 

１．００ １．００ １．００ 

 老人ショートステイ用居室 
 
 （養護老人ホームに併設する場合） 

１．１０ １．１０ １．１０ 

  〔備考〕上表のうち－印は，補助対象外の項目である  

 
 

  ②基準単価表 

施設種別 単  位 基準単価 

 特別養護老人ホーム １人当たり ２，２５０，０００円 

 養護老人ホーム １人当たり ２，２５０，０００円 

 軽費老人ホーム 
 
（特定施設入居者生活介護の指定を受ける 

ケアハウスに限る。） 

１人当たり ２，２５０，０００円 

 老人ショートステイ用居室 １人当たり ２，２５０，０００円 

 
 
 

  



 

イ 定員２９人以下の施設 
 

  ・基準単価表 

施設種別 単  位 基準単価 

 軽費老人ホーム 
（特定施設入居者生活介護の指定を受ける 

ケアハウスに限る。）  

１ユニット ２０，０００，０００円 

２ユニット以上 ４０，０００，０００円 

 
 

 ウ ユニット化改修事業 
 

    ・基準単価表 

施設種別 単  位 基準単価 

特別養護老人ホーム 整備床数 １，０００，０００円 

    〔備考〕 整備区分係数は１。 

 

 

  



 

（２）救護施設 

（単位：円） 

施 設 種 別          基準単価 

 
救護施設 

本体  ５，１１０，０００ 

 初度設備相当加算  （注）１ ８０，０００ 

個室整備加算 ３５８，０００ 

〔備考〕①１人当たりの単価であること。 
    ②（注）１ 改築整備に係る初度設備相当加算は，基準単価の２分の１以内で市長が必要 
     と認めた額であること。 

③整備区分係数は４／３。 
 
 
（３）生活介護，自立訓練，就労移行支援および就労継続支援事業を実施する事業所および障害者 
  支援施設 

（単位：円） 

施 設 種 別          基準単価 

 
生活介護，自立訓練， 
就労移行支援，就労継続支
援 
 
 
 

 
本体 

利用定員 ２０人 以下 ４７，１００，０００ 

利用定員  ２１人～４０人 ９４，８００，０００ 

利用定員  ４１人～６０人 １５８，１００，０００ 

利用定員  ６１人～８０人 ２２２，０００，０００ 

利用定員  ８１人～１００人 ２８６，２００，０００ 

利用定員  １０１人～１２０人 ３４９，３００，０００ 

利用定員  １２１人 以上 ４１３，４００，０００ 

 
施設入所 
支援整備 
加算 

利用定員 ２０人 以下 ３８，１００，０００ 

利用定員  ２１人～４０人 ７６，５００，０００ 

利用定員  ４１人～６０人 １２７，８００，０００ 

利用定員  ６１人～８０人 １８０，０００，０００ 

利用定員  ８１人～１００人 ２３１，２００，０００ 

利用定員  １０１人～１２０人 ２８３，５００，０００ 

利用定員  １２１人 以上 ３３４，８００，０００ 

就労・訓練事業等整備加算 ３６，３００，０００ 

大規模生産設備等整備加算 １１９，４００，０００ 

短期入所整備加算 １０，０００，０００ 

発達障害者支援センター整備加算 １１，５００，０００ 

相談支援，障害児相談支援整備加算 ８，４００，０００ 

居宅介護，保育所等訪問支援整備加算 ５，４５０，０００ 

避難スペース整備加算 ３１，７００，０００ 

〔備考〕①１施設当たりの単価であること。 
②整備区分係数は４／３。 

 



 

（４）共同生活援助事業を実施する事業所 

                                                        （単位：円） 

施 設 種 別          基準単価 

 
共同生活援助 
 
 
 

 
本体 

定員 ４～１０人 ２２，５００，０００ 

短期入所整備加算 １０，０００，０００ 

エレベーター等設置整備加算 １，７９０，０００ 

相談支援，障害児相談支援整備加算 ８，４００，０００ 

居宅介護，保育所等訪問支援整備加算 ５，４５０，０００ 

避難スペース整備加算 ３１，７００，０００ 

〔備考〕①１施設当たりの単価であること。 
②整備区分係数は４／３。 

 

  



 

（５）母子生活支援施設 

 

 ・本体工事費 

 
 
 
 
 

 

（６）保育所および幼保連携型認定こども園 

 

 ・本体工事費 

 単  位 基準単価 

定員２０名以下 １施設当たり １１９，０９１，０００円 

定員２１～３０名 １施設当たり １２４，７２８，０００円 

定員３１～４０名 １施設当たり １４５，０９１，０００円 

定員４１～７０名 １施設当たり １６５，４５５，０００円 

定員７１～１００名 １施設当たり ２１４，９１０，０００円 

定員１０１～１３０名 １施設当たり ２５８，５４６，０００円 

定員１３１～１６０名 １施設当たり ２９９，２７３，０００円 

定員１６１～１９０名 １施設当たり ３４０，１８２，０００円 

定員１９１～２２０名 １施設当たり ３７８，１８２，０００円 

定員２２１～２５０名 １施設当たり ４１８，７２８，０００円 

定員２５１名以上 １施設当たり ４６５，４５５，０００円 

特殊附帯工事 １施設当たり １７，９２８，０００円 

設計料加算 １施設当たり 
本体工事費および特殊附帯工事費に係

る基準単価の５％ 

   

・解体工事費および仮設工事費 

 単  位 
基準単価 

解  体 仮  設 

定員２０名以下 １施設当たり ２，３８４，０００円 ４，２４６，０００円 

定員２１～３０名 １施設当たり ２，７０６，０００円 ５，１８４，０００円 

定員３１～４０名 １施設当たり ３，６０６，０００円 ６，２８２，０００円 

定員４１～７０名 １施設当たり ４，５３７，０００円 ８，７３０，０００円 

定員７１～１００名 １施設当たり ６，３９９，０００円 １３，０９５，０００円 

定員１０１～１３０名 １施設当たり ７，６８２，０００円 １５，７１５，０００円 

単  位 基準単価 

１世帯当たり １９，６６０，０００円 



定員１３１～１６０名 １施設当たり ９，６０４，０００円 １９，６５０，０００円 

定員１６１～１９０名 １施設当たり １１，５２２，０００円 ２１，４８０，０００円 

定員１９１～２２０名 １施設当たり １３，４４４，０００円 ２５，０６０，０００円 

定員２２１～２５０名 １施設当たり １５，３６６，０００円 ２８，６４０，０００円 

定員２５１名以上 １施設当たり １７，２８６，０００円 ３２，２２０，０００円 

〔備考〕① 幼保連携型認定こども園にあっては，幼保連携型認定こども園を構成する保育所部分

および幼稚園部分ごとに，上表の定員等の区分の欄に応じ，個別に補助金を算定する。 

② 一部改築等，定員のすべてが工事にかからない場合は，工事にかかる定員数を整備後

の総定員数で除して得た数を，整備後の総定員数の規模における基準単価に乗じて得た

額を基準単価とする。また，工事に係る定員数が算定できない場合は，「総定員数×整

備する面積／整備後の総面積」で工事に係る定員数を算定する。（いずれも，小数点以

下切り捨て） 

③ 幼保連携型認定こども園の保育所部分および幼稚園部分の両方について特殊附帯工事

を実施する場合は，保育所部分の額を基準額として計上し，幼稚園部分の額は計上しな

いこととする。 

 


